〇〇〇〇居住者の皆様へ

共用部分の地震保険のご説明
東日本大震災発生以降、各地で大規模地震が頻発し　マンションの損害も多く発生して

いることより、当管理組合でも共用部における地震保険加入を検討することとなりました。
（多くの管理組合で共用部分地震保険加入検討する背景）

〇東日本大震災におけるマンション共用部の損害額は、平均して大規模修繕工事と
　同等額となっています。
〇平成２４年１月、東京大学地震研究所が４年以内にマグニチュード７級の地震発生
　確率が70％に高まったとの報道

〇その後各地で大規模地震が頻発

　
	熊本地震
	２０１６年　４月１４日
	最大震度　７

	鳥取中部地震
	２０１６年１０月２１日
	最大震度　６弱

	大阪府北部地震
	２０１８年　６月１８日
	最大震度　６弱

	北海道胆振東部地震
	２０１８年　９月　６日
	最大震度　７

	宮崎東部地震
	２０１９年　５月１０日
	最大震度　５弱


（共用部地震保険の補償対象にご注意下さい）

· 地震保険の対象は建物（共用部分）の主要構造部分となり、設備の損壊は対象外です。

当マンションにおける地震保険の損害対象となる主要構造部は柱と梁のみとなり、雑壁等は対象となりません。

現在首都圏で懸念されている地震は直下型地震です。直下型地震のマンション共用部の損害は柱・梁の損害が大きく懸念され、修復費用も甚大です。

（東日本大震災は震源が三陸沖合で、首都圏は震度５強で横揺れでした）

· 共用部分の地震保険損壊判定は居住者が個々で加入の専有部分地震保険の判定に準用されます。
地震保険の保険料

地震保険の保険金額：主契約保険金額×30％（下限）～50％（上限）
　共用部保険金額 １０億円の場合　　

・（上限50％）10億円×50％＝5億万円
・（下限30％）10億円×30％＝3億万円
損害判定と支払い保険金（上限50％の場合）
全  損（建物時価の50％以上の損害）　　　　  …100％（5億円）

大半損（建物時価の40％以上50％未満の損害） … 60％（ 3億円）

小半損（建物時価の20％以上40％未満の損害） … 30％（ 1億5000万円）

一部損（建物時価の3％以上20％未満の損害）  …　5％（     2500万円）
地震保険支払保険金の削減について
1回の地震による保険金は」総支払い限度額が１１．３兆円と定められています。（地震保険に関する法律）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支払保険金＝全損、大半損、小半損、一部損の算出保険金×　１１．３兆円　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地震保険金総額
（株）グッド保険サービス
（担当：伊藤）
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